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■業績総括

（スライド資料のとおり）
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■2020/３期 連結PL実績

当連結累計期間（2019年４月１日～2020年３月31日）は、特に第４四半期に発生した新型コロナウイルス（以下コロナ

ウイルス）の感染拡大に伴う消費の停滞等に伴い、減収減益となった。また、通期で減収となったのは創業以来初めて

である。

売上高は前期比99.1％、修正計画比97.6％の1,574億円となった。第３四半期まで増収基調であったが、第４四半期の

減収に伴い、通期で減収となった。

売上総利益率は前期差マイナス0.6ポイントの50.8％となった。暖冬に伴う秋冬物商品の値引増に加え、第４四半期の

売上低下に伴い、在庫消化策を促進したことが主要因。

販管費は前期比100.7％となった。固定費については抑制を行った一方、ネット通販の拡大に向け、宣伝販促費を増加

した。

この結果、営業利益は前期比79.2％、修正計画比80.6％の87億円となった。

特別損失は第４四半期の売上低下を織り込んだ結果、店舗の減損損失が拡大した。また、自社ECの開発にかかる減

損はさらに精査の結果、１億円弱を追加で計上し、通期で約６億円の減損損失計上となった。一方、それ以外の開発中

のソフトウエアは引き続き活用してくことが確定したため、新年度以降は基本的に追加の減損は発生しない見通しであ

る。

上記の結果、親会社株主に帰属する当期純利益は前期比54.9％、修正計画比66.5％の35億円となった。なお、2020/

３期の１株当たり年間配当金は当初計画通り、前期プラス３円の83円とさせていただく見込みである。新年度の配当は

現在のところ未定である。
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■単体売上高実績 チャネル別

既存店売上高前期比は98.3％となり、うち小売が92.4％、ネット通販が116.8％となった。

小売については、第３四半期の暖冬および第４四半期のコロナウイルスの影響で減収となったが、ネット通販は２ケタ増で推

移した。

売上構成比はネット通販が22.6％、アウトレットが14.1％となった。

既存店客数は、ネット通販が２割弱の増と高い伸びとなったものの、小売が前期を下回り、トータルでは98.0％となった。
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■単体 売上高実績 事業別

両事業本部とも第３四半期まで増収したものの、第４四半期の減収により、通期で減収となった。

通期で小売＋通販既存店売上高が前期を超えたカテゴリーは、UAウィメンズドレスの服飾・服飾雑貨、UAウィメンズカジュア

ルの服飾雑貨、およびGLRメンズカジュアルである。
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■連結 売上総利益率 実績

連結売上総利益率は、前期差マイナス0.6ポイントの50.8％となった。

前期との主な差異内容は次の通り。

㈱UA ビジネスユニットによる影響はマイナス0.8ポイント。ビジネスユニット自体の売上総利益率は前期差マイナス1.2ポイン

トであった。第３四半期の暖冬および第４四半期のコロナウイルスの影響に伴う売上低下に対し、在庫消化促進を促進した。

㈱UA アウトレット等による影響はプラス0.１ポイント。アウトレット等自体の売上総利益率の前期差はプラス1.2ポイント。レ

ギュラー事業商品の売上総利益率の改善等による。

㈱UA その他原価による影響はプラスマイナスゼロ。内容に増減はあったものの、トータルでは大きな影響がなかった。

その他、子会社動向等に伴う影響はプラスマイナスゼロ。暖冬に伴う秋冬物消化促進に伴うマイナス影響があったものの、

一部の子会社で為替変動に伴う売上総利益率の改善等もあり、トータルではわずかにプラスの影響があった。
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■連結販管比率実績

販管費は前期比100.7％となり、販管費率は前期から0.8ポイント上昇し45.2％となった。

売上比増減の顕著な科目についての内容は次の通り。

宣伝販促費率は特にネット通販の拡販等に向けた宣伝販促費を増加させた。

人件費率は小売売上の減収に伴う相対的な売上比の増加あった一方、2019/３期に支給した期末賞与3.5億円分について、

2020年３月期は不支給であるため、その減があった。

その他のコストは、減収に伴う変動費の減および、備品消耗品費等の固定費の削減があった。
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■連結BS実績

総資産は前期末比99.0％の700億円となった。

流動資産は、前期末比103.3％の459億円となった。これは主にたな卸資産の増、未収入金の減によるものである。固定資産

は、同91.6％の240億円となった。これは主に有形固定資産の増、減価償却による減によるものである。

流動負債は、同87.4％の236億円となった。これは主に、短期借入金の増、一年内返済予定の長期借入金、未払金、未払法

人税等、賞与引当金の減によるものである。

純資産は、同106.3％の420億円となった。これは主に少数株主持分の増によるものである。

なお、期末の長短借入金の残高は、前期末比127.8％の46億円となった。

たな卸資産は、同111.8％の279億円となった。第４四半期の店舗売上の低下により増加した。新年度に消化を促進し、マイ

ナス影響が極力翌期以降に響かないようにする。
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■ 連結CF実績

期末の現金及び現金同等物は、57億円となった。

営業キャッシュ・フローは、55億円のキャッシュインとなった。キャッシュインの主な内訳は税前当期純利益62億円、減損損失

25億円、売上債権の増22億円であり、キャッシュアウトの主な内訳は、法人税等の支払額36億円、たな卸資産の増29億円で

ある。

投資活動によるキャッシュ・フローは、36億円のキャッシュアウトとなった。キャッシュアウトの主な内訳は有形固定資産の取

得19億円、無形固定資産の取得11億円である。

財務活動によるキャッシュ・フローは、19億円のキャッシュアウトとなった。キャッシュインの主な内訳は短期借入金の増25億

円、非支配株主への持分売却による収入９億円であり、キャッシュアウトの主な内訳は、長期借入金の返済15億円、配当金

の支払39億円である。
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■グループ合計小売出退店 2020/３期実績

グループ合計での新規出店数：27、退店：26、期末店舗数：359。

前回から期末店舗数が１店舗減少しているが、これはブラミンクの退店によるものである。
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■参考：㈱UA 2020/３期 小売出退店実績

（説明は省略）
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■参考：2020/３期 小売出退店明細①

（説明は省略）
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■参考：2020/３期 小売出退店明細②

（説明は省略）
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■グループ会社の進捗

（スライド資料のとおり）
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■2021/３期 連結業績予想、配当予想、出退店計画について

（スライド資料のとおり）
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最初に2020年3月期を最終年度とする中期経営計画の総括について。

強い経営基盤の確立については、不採算事業や店舗の見直し、子会社の吸収合併等を行った。小型事業のアナザー

エディション、ボワソンショコラを撤退し、子会社では(株)デザインズを(株)UAに吸収合併した。デザインズが運営してきた

オリジナルブランドの「ブラミンク」は今後ハイエンドマーケットを担うブランドとして育てる。関連会社の㈱フィットムについ

ては、残念ながら今後の成長が見込めず、早期に解散を決議した。

加えて2019年4月に経営理念を改定して社内浸透を進め、全社が一つの目標に向かって進む土壌づくりを行った。人

事制度面においては、評価と報酬に関して納得性の高い仕組みに改定。合わせて、スライドワーク・副業制度の導入、リ

モートワークの推進準備など、柔軟性の高い働き方ができる環境を整えている。これらの取り組みが奏功し、離職率が

中期開始前の2017年3月期比で1.7ポイント低減した。

実店舗の強みを活かしたEC拡大については、ネット通販売上二桁成長を継続、構成比も22.6％まで高めた。しかしなが

ら自社ECサイトの開発が遅延し、OMO施策のスタートが延期している。この要因、今後の対策については後ほどご説明

する。

マーケット変化への対応については、トレンドマーケットにおいてUA総合店の展開を強化し、3月末現在12店舗を展開

。ウィメンズ需要拡大に対応してUAウィメンズが好調に推移しており、今後ウィメンズストアの出店を進める。メンズにつ

いてはオンオフ兼用需要に向けた商品を強化したものの、ビジネス衣料の落ち込みを補填するには至らず。こちらにつ

いては今後の改善を予定している。

ミッドトレンドマーケットについてはビジネス衣料やウィメンズに特化した小型店舗を出店したことに加え、小型事業のリ

ブランディングなどを進めた。どちらも当初の想定とはズレも出ており、今後軌道修正を加えていく。

ニュートレンドマーケットについては、ターゲットの明確化、商品オペレーションの改善、本部コスト構造の見直しなどに

着手し、中期2年目までは売上が二桁成長を続けたものの、最終年度はほぼ横ばいに終わった。新中期経営計画にお

いて、確実に成長軌道に乗せたいと考える。

お客様との接点拡大については、台湾においてGLRとコーエンを軸にした展開に切り替え、現在GLR１店舗、コーエン2

店舗を出店。加えて中国本土への進出を目指して現地法人を設立した。進捗などについては後ほど説明する。



続いて、定量目標に対する総括。

説明会資料の通り、中期2年目までは順調だったものの、最終年度において多くの項目で目標を下回った。

消費増税、記録的な暖冬、新型コロナウイルスの感染拡大などの外部要因があったが、それを除いたとし

ても、自社ECサイトの一時稼働停止、気候変動への対応不足、価格と価値のバランスの崩れなど、内部要

因に起因する部分が多々ある。

新中期計画ではこれらの課題に真摯に向き合い、目標達成に向けて取り組んでいく。
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次に自社ECサイト開発遅延の主な要因と今後の対策等を説明する。

自社ECサイト開発遅延については、内部監査室を中心とした調査チームを作り、これまで要因分析とその対策を検討し

てきた。その結果、今回の問題は組織的な要因と進行要因の大きく二つに起因している。

組織的な要因については、プロジェクト体制の問題があった。自社ECサイトの開発は全社プロジェクトとしてスタートした

が、事業との連携を重視した人員構成としたため、ITスキルに長けた人員が薄くなってしまった。現在はITスキルの高い人

材をマネジメントに配置した自社EC開発室を中心に進行している。全社プロジェクトにはオーナー、マネージャー、リーダー

を設置しているものの、それぞれの役割が曖昧であったことに加え、プロジェクトの承認手順や進捗管理手法が不明確で

あったことも、管理の甘さにつながった。今後はそれらの定義を明確にして、確実な管理を行う。

進行要因に関する問題としては、スケジュールとコスト設定の精度が低く、最初の段階からかなり無理のある状態であっ

たことが判明した。開発を委託するパートナーの選定にあたっても検討プロセスに問題があったことや、開発状況のモニタ

リングが脆弱であったことも問題につながった。現在はスケジュールや予算にある程度の余力を持たせた上で、十分な検

討時間を確保し、問題発生時の代替措置などのリスク対策も立案している。委託先選定についても評価プロセスを改善し

、外部の客観的視点を取り入れることで合理性を高めた。進行についてもモニタリングを強化し、リスクマネジメントを行い

ながら、確実な開発を行う。これらの対策を打ちながら、2022年3月期中には自社運営に切り替え、OMOサービスの実施

につなげる予定である。

なお、今回の問題を起こした責任は経営陣にあると考えており、代表取締役社長の私については月額報酬を3か月間20

％の減額、プロジェクトオーナーであった取締役の木村については月額報酬を3か月間10％減額することとした。
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続けて、今年度を初年度とする新たな中期経営計画について説明する。

この中期計画については、前々期の2019年３月期下期より、業務執行取締役を中心に戦略討議を進めてきた。

まず、10年後のあるべき姿を策定し、その達成に向け、当社を取り巻く外部環境等も考慮に入れながら策定を進めた。

ただし、前期、第４四半期から発生している新型コロナウイルスの感染拡大に対する短期的な対応については、この中期

戦略には含まれていない。

まず今期はコロナウイルスによるマイナスインパクトをできる限り抑制し、企業を存続させることを大前提に経営を推進し

ながら、中長期的な成長拡大に向けた取り組みも持続的に行っていく所存である。
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中期経営計画の立案にあたり、ここから10年先について、国内にとどまらずグローバルでどのように変化していくか

、取締役を中心に数多くの議論を重ねてきた。例を挙げるとグローバルにおける人口動態の変化や気候変動、テクノ

ロジーの進化、消費スタイルの多様化等である。これらはすでにご承知のことと思うため、詳細説明は割愛する。

次に、説明会資料にも記載したファッション・アパレル業界の課題であるが、日本ではアパレル不況が叫ばれている

とおり、大手のアパレルであっても店舗やブランドが削減され、百貨店でもファッション分野は苦戦が続くなど、マーケ

ットの成熟化に伴い、厳しい状況が継続している。

その背景には、お客様の購買行動の変化により、服に対する好みや服の買い方が多様化されるとともに、低価格志

向やセール購買の常態化、二次流通の成長など、お客様の衣料品に対する支出の減少が挙げられる。加えて、スマ

ートフォン中心のデジタルテクノロジーが進展してECシェアがますます拡大している。

さらにアパレル業界で直面している課題の一つに、大量生産と過剰供給による不良在庫、大量廃棄が挙げられる。

今まさに社会的責任と、環境問題に対する課題解決への役割が高まっており、当社においてもサステナビリティにつ

いて、より重要な経営課題として取り組んでいく。
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このように不透明で不確実な社会や経済情勢の中で勝ち残り、外部環境の変化に迅速に対応していくために、10年後にど

のような企業になりたいのかというありたい姿を定めた。ありたい姿はスライドに掲げたとおり「ライフスタイルに関わる商品

・サービス全般を提供する企業へ進化」と設定した。

当社の強みは、前回の中期でも掲げたとおり、創業以来30年にわたり培ってきたお客様との信頼関係である。

この信頼関係に基づき、今後も時代対応を続けながら、事業領域の拡大と展開チャネルの拡大によって、事業ポートフォ

リオを拡充することで、持続的な成長と企業価値のさらなる向上を目指す。

これを実現していくため、3つの柱を策定した。

１つ目は「国内アパレル事業のシェア拡大成長」である。

トレンド・ミッドトレンド・ニュートレンドのマーケットを中心に、引き続きお客様のニーズを的確に捉えた商品を展開すること

で、アパレル事業を成長拡大させる。加えて、新しい需要を生み出すために、これまで商品・サービスを提供できていない

マーケットやセグメントに対し、ポートフォリオを拡張していく。国内においても、当社が未開拓の領域はまだあると認識して

いる。

２つ目は「グローバルへの事業展開」である。

国内で培った商品力と編集力、店舗運営等のノウハウを通じて、新たなグローバル市場を開拓し、グローバルブランドとし

て生活文化のスタンダードを世界に広めていく。

３つ目は「ライフスタイル全般における新たなドメインの拡大」である。

これまで積み上げてきたブランド力や接客力を活かしながら、新たな事業の創出に挑戦する。前期までの中期期間におい

ては実現まで至らなかったものの、多くの討議を行うことで可能性を探ってきた。この中期では、具体化に向けた布石を着

実に打っていく。



続けて、中期経営計画について説明する。

ご覧のスライドは、経営理念、サステナビリティ、中期経営計画の位置づけを示したものである。

前期、単年度経営方針の一つに「５つの価値創造による社会的な課題への対応」を掲げ、取締役および関連部門を

中心に、複数の外部有識者の皆様ともディスカッションをさせていただきながら検討を重ねてきた。結果、サステナビリ

ティについては極めて重要な経営課題である、という認識のもと、経営理念に次ぐものとして位置づけた。

そして、サステナビリティの下に中期経営計画が位置づけられる。

新たな中期経営計画の基本方針は、「Change and Challenge」と定めた。昨今の経済の構造変化、テクノロジーの進

化、社会的な課題の台頭などに伴って、お客様の意識や消費行動はよりドラスティックに変化していくことが想定される

。このため、従来の枠組みを超えて変革と挑戦をし続けていくことが必要不可欠である。

この基本方針のもと、事業戦略と機能戦略の二軸を推進していく。

事業戦略については、「持続的な成長基盤の強化と顧客創造」をキーコンセプトに、

「既存事業の安定成長継続」および「新規事業創出の挑戦」を掲げた。

機能戦略については、「時代対応した仕組み化と生産性向上」をキーコンセプトに、後ほど説明する４つの戦略を推

進していく。

中期経営計画については、冒頭説明した10年後にありたい姿の実現に向けた３年間の取り組みとして位置づけてい

る。こちらは次のページ以降で説明する。

また、サステナビリティの取り組みについては、中期の説明後に簡潔に説明する。
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まず、事業戦略の「既存事業の安定成長継続」を説明する。これが中期経営計画の成長戦略の根幹となる。

前回の中期経営計画と同様、今回の中期についても当社が区分する３つのマーケットに沿った戦略を推進する。前回

はこのうちミッドトレンドおよびニュートレンドマーケットについて成長拡大を目指すとしたが、今回はトレンドマーケットも

含めた全てのマーケットにおいて成長拡大を目指す。これは対象となるお客様の働き方の変化など、時代の変化に伴っ

た変更である。

まず、株式会社ユナイテッドアローズが担うトレンド、ミッドトレンドマーケットにおいては、引き続きネット通販の継続的

な成長拡大を目指すとともに、引き続き不採算な取り組みの精査を行うことにより、収益性の改善を目指す。

トレンドマーケットにおいては、ファッションへのプライオリティの高い方や、より幅広いテイストへの対応に向けた小型

事業、具体的にはメンズ・ウィメンズ複合型のスティーブンアランやウィメンズブランドのROKU、ロエフ、イウエン マトフ等

の出店を図る。また、UAおよびBYにおいては、引き続きニーズの高いウィメンズ分野のさらなる成長拡大を目指し、ウィ

メンズストアの出店などを推進していく。

ミッドトレンドマーケットにおいては、働き方の変化による通勤スタイルの多様化に対応するためON/OFF兼用の商品や

、継続して高いニーズを保っているカジュアル分野をさらに強化していく。また、順調に成長拡大しているステーションスト

ア等のウィメンズ小型事業のさらなる拡販に向けた施策も実行していく。

株式会社コーエンが担うニュートレンドマーケットにおいては、引き続きコーエンブランドの成長拡大を図る。前回の中

期期間において、新規出店と同時に不採算店舗の退店を実施することにより、３年間で店舗数はほとんど増えなかった。

一方、今回の中期計画では、不採算店舗の見極めは引き続き行うものの、積極的な新規出店により、店舗数を純増させ

る見通しである。また、引き続き定価販売比率の改善、坪効率の向上などを図ることにより、業容の拡大と収益性の改善

の両立を図っていく。
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次に、事業戦略の「新規事業創出の挑戦」を説明する。

まず、国内のアパレル事業においては、ミッドトレンドマーケットにおいて、メンズ・ウィメンズ複合型の新規大型事業開

発に着手する。UA、BY、GLR、コーエンに続く当社グループ第５の大型事業を目指す。なお、この事業はGLRやコーエン

と同様のSPA型の事業となる。今期の期初より第二事業本部内に準備室を立ち上げ、体制の整備を進めている。今期は

コロナウイルスのマイナスインパクト等もあるため、来期中のブランドデビューを目指す。また、この事業は将来の海外展

開も視野に入れた開発を行う。新規事業の詳細については、また改めて説明していく。

次にグローバル事業については、既存のアパレル事業を主体に、中国市場へ本格的に進出することを目指す。前期に

現地法人を設立し、事業展開の準備を進めてきた。現段階では、まずコーエンとGLRについて来期中に実店舗の出店を

目指す。出店に当たっての投資額が大きいUA・BYについては、先行事業の動向を見極めながら慎重に検討していく。ま

た、EC展開も進めることで認知度の向上を図る。まずは全事業の越境ECの開設を目指し、出店を開始するタイミングで

順次ローカルECに切り替えていく。なお、現時点においても、EC開設へ向けた取り組み等を進めており、コロナウイルス

の一定の終息後には、より本格的な活動を展開していく予定である。

次にライフスタイル事業について説明する。冒頭で説明したようなファッション・アパレル業界の課題を踏まえ、長期的・

持続的な成長拡大に向け、非衣料品分野への進出の再挑戦をしていく。この分野におけるM＆Aや資本業務提携につい

ては、前回の中期期間から相当数の案件を検討してきている。培ってきたお客様との信頼関係をはじめ、販売接客力や

セレクト編集力など、当社の強みを最大限活用し、進出に向けた布石を打っていく。
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次に、機能戦略を説明する。事業戦略の着実な遂行を支える基盤として、４つの機能戦略を推進する。

まず、OMO推進について説明する。OMOとは、デジタルデータを起点にしてオンラインとオフラインを融合する施策である。お

客様の購買行動だけではなく、あらゆる顧客体験を中心に設計を行うという考え方である。具体的には、商品取寄せや購入決

済等でのオンラインとオフラインを融合した様々な購買パターンの実現、スマートフォンアプリの刷新によるモバイル購買体験の

活性化、店舗・EC相互のデータを活用した店舗接客アプリの導入などの新しい仕組みの展開を予定している。自社ECについて

は、開発の大幅な遅延などにより前期に新システムへの移行をいったん断念したものの、改めてプロジェクト推進体制を見直し

、OMO戦略を念頭に再構築している。併せて新規顧客獲得と既存顧客の維持定着化に向けたハウスカードプログラムの改訂

を実行していく。

次に業務改革を説明する。最適なサプライチェーン実現に向けた業務プロセス・オペレーション・システムの再構築に向けて、

本部を中心とした業務改革を進めていく。BPR（ビジネス・プロセス・リエンジニアリング）により、既存の業務内容や業務フロー、

ビジネスルールを全面的に見直し、再設計することで、標準化・自動化の推進や、基幹システムの再構築等を遂行していく。

次に人事改革を説明する。昨年より人事評価制度を改訂し、要員充足に向けた採用活動や働き方改革を推進している。これ

らをさらに進め、エンゲージメント向上策の推進によるリテンションと安定的な採用の実現を図る。また、タレントマネジメントシス

テムを導入し、社員が持つスキルや知識、経験値などを一元管理し、それを可視化することで個を尊重した適材適所な人材配

置や適切な人材育成などに活かしていく。さらに多様で柔軟な働き方の実現やリカレント教育・生涯学習を支援していく。

最後に経営基盤改革を説明する。子会社も含めた当社グループの経営基盤の適正化に向けた取り組みを推進するとともに、

引き続き不採算関連会社・事業・店舗の見極め・整理を行っていく。さらに生産性向上に向けたオフィス環境整備を進めていく。
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次に、中期経営計画の財務目標を説明する。

今回の中期計画の開始直前より、コロナウイルスに伴う世界的な経済へのマイナス影響が発生しており、当社としても、

中期における財務目標、特に資本政策において前提の変更を行った。スライドに記載のとおり、中期期間の定性戦略に変

更はないものの、中期初年度の2021年３月期はコロナウイルスのマイナス影響により売上・利益の低下が見込まれ、翌期

へのマイナス影響を抑制するため在庫早期処分等も実施予定である。このため、中期３年間の累計キャッシュフローはコロ

ナ禍以前の見込みより悪化する見通しである。コロナ禍が継続している間は、企業存続に向けた取り組みを優先し、終息

後に改めて利益還元策を検討する。

次に具体的な目標値について説明する。まず中期最終年度の連結営業利益については、事業の成長拡大、不採算取り

組みの見極め、機能戦略推進等により、収益性の高いCHJPの非連結化を経た上で、90～100億円を目指す。

ROEについては、中期最終年度に12～14％を目指し、配当性向については、引き続き35％以上を目途に安定的な配当を

実行することを目指す。

前期における討議の際には、当中期期間中に柔軟に自社株取得を遂行することで、より高いROEを目指す前提としてい

たが、コロナ禍に伴い、得たキャッシュについては、まずは企業存続のために活用することを優先する前提でROEの目標設

定を行っている。また、配当についても、同様の考えであり、まず企業存続のための取り組みを優先させていただく。そして

、コロナ禍の終息後には、成長に向けた投資に加え、可能な限りの資本効率の維持とEPSの向上を目指していく。

当社としては、この困難な状況をまず乗り越え、再成長を果たしていくことこそがステークホルダーの皆様に向けた最大の

貢献であると考えている。ご理解とご支援をいただけると幸いである。
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次に、サステナビリティについて説明する。

先ほど説明した通り、前期に「５つの価値創造による社会的な課題への対応」について討議を重ねた結果、サステナビリ

ティについては極めて重要な経営課題である、という認識のもと、経営理念に次ぐものとして位置づけ、ご覧のサステナビリ

ティステートメントと５つのテーマを定めた。

当社では従来から理念体系の一つに「社会との約束 ５つの価値創造」を掲げており、当社に関わるすべてのステークホ

ルダー（お客様、従業員、取引先様、社会、株主様）の価値を向上することを使命としてきた。この大きな方向性に変更はな

いものの、全社として取り組むべき重要なテーマを定め、それぞれに中長期的な目標を設定することで、より主体的に行動

していくことができると考え、これらを設定した。

テーマはご覧のとおり、「サプライチェーン」、「資源」、「コミュニティ」、「人材」、「ガバナンス」の５つである。それぞれに短

期、中期、長期の目標を定め、関連部門の行動計画に落とし込むことで全社で推進していく。

また、推進に当たっては、今期初より、私（竹田）を委員長とし、業務執行取締役と一部の社外取締役を構成メンバーとす

るサステナビリティ委員会を発足しており、経営として主体的にこの課題に取り組んでいく所存である。
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最後に2021/3期のグループ経営方針についてご説明する。

この方針は、新型コロナウイルスの感染拡大に対する懸念がなかった時期に立案したもの。その後、状況は大きく変

化しており、残念ながら現在はこの方針が目指す姿とは異なる状態になっている。まずは今の状況を乗り越え、事業環

境が正常化した後に目指す姿だと捉えていただきたい。
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2021年3月期のグループ経営方針は、「持続可能な収益体質の確立と次なる成長に向けた新たな価値の創出」。

実店舗とネット通販の融合が進む中で、実店舗の提供する価値をさらに高めるべく様々な施策を進めると同時に、ネット

通販も継続的な成長を目指し、双方で売上を伸ばす。

2020年12月末をもってCHROME HEART JP合同会社が連結対象から外れ、当社グループの収益構造も大きく変化する。

そのため業務改革を通じたコスト構造の見直しや、既存事業での収益改善に向けた取り組みも進める。さらには次の成長

を担う新規事業の開発、ドメインの拡大、海外展開の拡大に向けた準備も行う。

ESGに関する取り組みも深め、サステナブルな社会の実現に貢献したいと考える。



この方針の下、事業戦略と機能戦略の２つの戦略と、ESGの目標に基づいて活動する。

事業戦略については、実店舗とネット通販双方の成長を目指し、既存事業の安定成長を実現する。同時に売上総利益率

の改善などを通じて収益力をつけていく方針。新規事業については、UA、BY、GLR、コーエンの主力事業に続く、第5の大

型事業の開発に着手する。この事業の詳細については、概要が固まり次第ご報告する。衣料品以外のドメインについても

、引き続き調査を行う。

機能戦略については自社ECサイト開発を通じたOMO戦略を進める。業務改革については、4月1日付で業務改革室を社

長直下に新設し、会社全体のコスト構造の見直しを行う。社内の業務プロセスの標準化、メールやイントラネットなどで複雑

化してしまった業務コミュニケーションの改革を実施し、無理、無駄のない筋肉質な体質にする。人事改革については優秀

な従業員の確保に向けた取り組みを進め、同時に人材育成の仕組み作りを行う。経営基盤の改革として、引き続き不採算

な関連会社、事業、店舗の見極めを行う。

ESGに向けては、サステナブルな社会と環境への貢献に向けて取り組む。当社を支えるサプライチェーンにおける人権の

尊重、環境配慮型素材の利用、生物多様性や動物福祉に配慮した原材料調達、廃棄物の削減など、当社の成長を維持し

つつ、社会全体の永続性に寄与できるよう、様々な取り組みを進める。
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